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抄　録

　発達障害児の生活の場である地域機関でのペアレントトレーニング（以下、PT）の
普及を妨げている因子を明らかにすることを目的に、親集団への PT の現状と課題につ
いて国内文献より分析・検討を行った。地域既存の機関で実施されている PT は16％の
普及率であるが、参加者にとっての利便性は高く、支援提供者にとっても親子双方の状
況を理解しつつ介入できる利点がある。地域機関での PT の普及に向けては、スタッフ
の負担軽減や、子どもの発達上の問題の発見から支援開始までの待機時間の軽減という
点から、短縮版 PT の適用が現実的と思われる。その前提として標準化が課題であり、
そこに向けての枠組みの作成が求められる。また、的確な標的行動の設定には、作業療
法士の関与が有効であることが示唆された。

キーワード：地域生活支援
　　　　　　家族支援
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はじめに

　発達障害児の生活の場である地域でのペアレントトレーニング（Parent Training：
以下、PT）の普及を目標に文献より分析・検討を行い、その課題を明らかにしたので
報告する。
　PT とは行動療法をベースとした親の子どもへの適切な関わり方の学習を目指したプ
ログラムであり、発達障害児への効果的な治療手段の一つとされている。子どもの生活
技術の獲得、問題行動の軽減、親の養育技術の獲得、養育ストレスの軽減に対しての有
効性が実証されている1）。中田2）は国内での PT について、2000年以降、発達障害児の保
護者を対象としたプログラムとして医療機関や保健センター、教育相談機関、発達相談
支援センター等の機関で幅広く実施されてきていると報告した。発達障害は定型発達と
の連続性もあり生活モデルでの支援が必要となり、子どもの生活の場となる療育セン
ター、発達支援センター、児童デイサービス等、地域療育機関での支援機能の強化が望
まれる。坂本ら3）は地域での PT の活用を目指し、国内の親集団支援を行った PT 実践
の文献を分析し、現状について報告している。PT の効果が検証されているにも関わら
ず、発達障害児の親への周知や、地域の療育機関や相談機関での普及が十分ではないこ
とに疑問を感じ、本研究に取り組むこととした。

方　法

　医学中央雑誌と、国立情報学研究所 NII 学術情報ナビゲーターより、「発達障害児」
「PT」、「発達障害児」「親指導」、「発達障害児」「親支援」、「発達障害児」「親訓練」をキー
ワードに、2005年から2014年までの10年間に発表された PT 実践の論文を分析対象とし
た。海外で実施されている PT は障害種別に分化していることを特徴としている4）。し
かし国内で、地域の療育機関や相談機関での PT 実践を想定した場合、多様な症状を呈
する子どもが所属しており、プログラムを特定の障害種に限定し実施することは現実的
ではないと考え、本報告では国内文献のみを分析の対象とした。分析対象とした31文献
を「研究目的」、「子どもの属性」、「親の属性」、「実施場所」、「子どもの標的行動」、「指
導者」、「プログラム（形式及び内容）」、「子どもの評価尺度」、「親の評価尺度」、「子ど
もへの効果」、「親への効果」、「結果と課題」の12項目でアブストラクトフォームを作成
した（分析対象とした31文献については稿末の【資料：文献リスト】を参照。以下、こ
のリストにある文献の番号は両カッコに入れて示す）。PT の普及の課題を明らかにす
るため、坂本らの報告3）結果をもとに、要素ごとの関連による課題が予測される「実施
機関」、「子どもの属性」、「プログラム」、「標的行動」の 4 要素を PT 普及に関与する因
子ととらえ新たな視点で分析した。
　「実施機関」に関しては、①医療・研究機関、②特別支援学校、③地域機関の 3 つに
分類し、報告件数を示した。「子どもの属性」については、年齢および実施機関におけ
る子どもの人数、診断の有無を抽出した。年齢は、幼児期、学童期、幼児期～学童期の
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混合に分類した。「プログラム」は標準版と短縮版の報告数を示した。「標的行動」は内
容および設定方法を提示した。これら 4 要素のうち、実施機関と子どもの属性、プログ
ラムを関連付けて、PT の実施の枠組み及び実施方法について比較し、普及の妨げと
なっている因子について検討した。また標的行動の選択過程による特性については、数
的処理を行わず質的に検討した。

結　果

１．実施機関　
　病院や大学等の医療・研究機関で行われた報告が25件、特別支援学校が 1 件、療育セ
ンターや保健センター、福祉センター等の療育・相談機関（以下；地域機関）は 5 件で
あった。各機関の課題として、スタッフの確保（ 4 件）、日常業務とのやりくり（ 3 件）、
スタッフ研修の機会確保（ 3 件）があげられた（複数提示）。実施機関による課題の特
性はみられなかった。
　医療・研究機関での報告は全て 1 クールの実施に関するものであった。松田らは、大
学病院で実施した PT に看護師として参加した。知識や技術の研鑽に加え、業務のやり
くり・併用等を PT 普及の課題にあげた（26）。特別支援学校では、短縮版で対象者を
変えて 4 年間に 4 クール実施し、その結果を報告した。島宗らは、特別支援学校での
PT は教員の専門性から、病院や大学では提供できない生活に密着した綿密なプログラ
ムを行えることを強調した（14）。しかし、特別支援学校では教員主催の PT の形式が
ベストとしながらも、現場の負担から公的機関や大学等専門機関での実施が望ましいと
した。
　地域機関では標準版 1 クールから、 2 ～ 5 年に渡って対象者を変えて短縮版を 3 ～ 7
クール実施した報告であった。保健センターでの実践の利点として、全らは、親が育て
にくさを感じた時点で親支援が可能となるため、育児支援として意義が高いことを報告
した（15）。また、高階らは、親と子ども両者の特徴や経過を時系列に理解し支援でき
ることをあげた（16）。荻野らは、小学校入学を機に療育を終了した児の学齢期支援と
して、相談支援事業の枠組みで支援継続が可能であったことを報告した（ 6 ）。一方で、
日常業務内への体制化や事前研修の充実を課題に掲げた。

２ ．子どもの属性　
　子どもの年齢に関しては、幼児期の報告が 8 件、学童期が 9 件、幼児期から学童期が
11件、幼児期から中学生までが 3 件あった。そのうちで参加時の子どもの年齢を限定し
たプログラムは、医療・研究機関で11件、特別支援学校 1 件、地域機関で 3 件であった。
　子どもの年齢と診断名が明記されている文献は31件中24件であった。年齢の内訳は、
幼児期 5 件（174名）、学童期 8 件（92名）、混合が12件（92名）であった。医療・研究
機関19件中、幼児期 3 件（68名）、学童期が 6 件（84名）、混合が10件（65名）であった。
特別支援学校では学童期が 1 件（ 2 名）、地域機関 4 件は、幼児期が 2 件（106名）、学
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童期が 1 件（ 6 名）、混合が 2 件（27名）であった。医療・研究機関では幼児と学童の
人数比は 1 ：1.2と大差はなかったが、地域機関では約18倍と圧倒的に幼児が多かった。
　診断に関しては、医療・研究機関で診断のついている幼児は67名、未診断児は 1 名、
学童は診断のついている児は32名、未診断児は 2 名、混合は全て診断のついている児で
65名であった。医療・研究機関全体でみると、診断のついている児に対して未診断児の
割合は 1 % であった。特別支援学校での学童 2 名は診断がついていた。療育機関で診
断のついている幼児は104名、未診断児は 2 名、学童期は 6 名全員が未診断児で、混合
は診断のついている児が 8 名で、未診断児が19名であった。地域機関全体でみると、
未診断児の割合は19% にあたった。診断名は、注意欠陥 / 多動性障害（Attention 
Deficit/Hyperactivity Disorder；以下 ADHD）、自閉症、アスペルガー症候群の順で多
かった。

３ ．プログラム　
　プログラムの形式は、主に、マニュアル化された10回のシリーズ形式を取る標準版プ
ログラムと、セッション数を減らし肯定的な注目に重点を置いた短縮型プログラムの 2
つに分類された。医療・研究機関では標準版プログラムが11件、 5 ～ 8 回の短縮型プロ
グラムが11件と 3 回のプログラムが 2 件であった。特別支援学校 1 件の報告は短縮型プ
ログラムであった。地域機関では標準版が 1 件、 6 ～ 8 回の短縮型が 3 件、全回の参加
を義務とせず、参加回数は定めない特殊な形式が 1 件あり、そこでの参加回数は平均5.7
回であった。短縮版プログラムに関しては、セッション数が 6 回以上であれば、その治
療効果に有意差は認められない（3, 4, 11）。 5 回以下となると親の養育知識の獲得に留
まり、行動療法としての効果は認められなかった（31）。短縮版の更なる利点として、
子どもの発達上の問題の発見から支援開始までの待機時間を短縮でき、子どもと親への
早期介入が可能であった（ 7 ）。
　プログラムの改良を課題にあげた報告が15件（48%）あった。参加者の負担を考慮し
たセッション数やフォローアップの検討、子どもと親への効果判定方法の検討等、プロ
グラムの形式や内容に関するものであった。
 
４ ．標的行動
　幼児期は身辺自立やお手伝い、約束等の生活スキルの獲得が標的行動として設定され
ていた。学童期では、身辺自立に関しては、声かけなし、或いは 1 回の声かけでできる
等、より具体的に設定されていた。その結果、行動変容が把握しやすく、親は子どもの
変化を強化することができた。この他に、学習や、食事中の離席・兄弟への乱暴な行動
等の問題行動が加わっていた。
　標的行動の設定は、原則として、親が気になる行動や、達成しやすい行動等の基準に
従って親が行う。この方法での設定は、医療・研究機関で11件、特別支援学校で 3 件、
地域機関で 2 件報告されていた。医療・研究機関 9 件と地域機関 3 件は標的行動の設定



155

ペアレントトレーニングの普及に関わる因子

方法に関する記載がなかった。親が選択した標的行動に改善・効果がみられなかった
ケースでは、的確な標的行動の設定の困難さがあげられた（12, 16）。一方、伊藤らは、
標的行動の設定を親とスタッフ・作業療法士との協議によって行うことをプログラムの
特徴の 1 つとしてあげた（2, 3, 4）。肯定的に注目する行動をみつける過程を協業するこ
とで、親は具体的で実践的な標的行動の選択方法を学ぶことができる。不適切な行動を
標的にすると、親はそのことに対して否定的に注目し、子どもの不適切な行動をいっそ
う強化してしまう結果につながる。伊藤らは、協業のもと適切な標的行動を設定・実践
できたことで、他の課題設定時の応用が可能となったことを報告した。

考　察

　地域機関での PT の普及に関与する因子を分析し、その課題について検討した。地域
機関での PT の報告数は少なく限られた情報ではあるが、得られた知見について考察し
た。

Ⅰ．実施の枠組みに関して　
　対象文献では医療・研究機関での報告が多く、それらは研究中心、或は単発の助成金
や一時的な事業によるものであり、 1 クールの試行で終了し継続的な実践には至ってい
ない。一方、特別支援学校や地域機関では継続的な PT 支援が行われていた。地域既存
の機関やサービスを利用することは、アクセスの容易さや費用、敷居の低さ等、参加者
の利便性は高い（ 6 ）。支援者にとっても、親が育てにくさを感じた時点での早期支援
や、親と子どもの特徴や経過を時系列に理解した上での支援（15, 16）や、フォローアッ
プおよび個別対応等の継続的支援が物的・人的環境面から可能となる（6, 13, 16）。
　PT 自体は子どもの適応年齢は定めていないが、対象文献では対象児の多くが学童期
までであった。これは親子関係の修復が比較的容易な時期であることが理由と考えた。
幼児期は医療・研究機関、地域機関の双方で対応されているが、学童期の大半は医療・
研究機関での定期的な対応となり生活支援には至っていない。特別支援学校での報告は
1 件であったが、特別支援学校での PT 実施の利点として、保護者は子どもを学校に送
りにきてそのまま学校内で PT に参加できる利便性をあげた（14）。学童期に関しては、
実施機関の報告数の偏りを考慮してみても、支援機関の数や利用できるサービスの不足
（ 6 ）等、幼児期に比べ支援の少なさが示唆される。学童期の PT を子どもの生活の場
である学校・教育の場で実施することは、課題はあるものの、今後の一つの在り方とし
ての方向性が考えられる。また、荻野ら（ 6 ）が福祉センターでの PT の活用性を示し
たように、地域既存のサービスと連動したプログラムにおいて、或いは児童発達支援事
業等において、学童期支援の一環として PT を積極的に取り入れる具体策の検討も必要
である。
　地域機関では確定診断のつかない児が多数みられた。日本の発達障害診療の現状とし
て、保護者の気付きから診断、支援の開始までは数年の開きがあると言われている
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（15）。親が育てにくさを感じた時点で即介入・支援できることが、親子関係の悪化や
子どもの問題行動の重症化を防ぐためにも重要である5）。対象文献上では約20% の対象
児は未診断であった。彼らの親は育てにくさや発達の遅れなどへの気付きから、問題解
決への積極的な取り組み行動を取っている。しかし、はっきりとした気付きや問題意識
に至らない、或いは気付きはあるものの解決行動に移さない・移せない親も少なからず
いると思われる。岩坂ら6）が提案しているように、乳幼児健診の場などを活用し PT を
実践できるならば予防的或いは早期介入が可能となるだろう。本山らは、医療機関に受
診する以前の早期療育支援の立場から、地域の保健センターでの PT 実施の重要性を提
示した（30）。とりわけ AD/HD 児に関しては、より低年齢児段階からの PT の重要性6）

が指摘されている。地域機関がこういった子どもを把握することで、学童期に向けた継
続的支援につなげることができると言えよう。

Ⅱ．実施方法に関して
１ ．プログラムについて
　プログラムの形式については、近年短縮版が注目されているものの、医療・研究機関
では実施年次に関わらず、標準版と短縮版が半々で実施されていた。地域機関では標準
版の報告は 1 件であった。標準版プログラムは、各セッションで学習する内容に序列が
あり、その序列が守られることで効果が発揮されるように構成されている7）。医療・研
究機関で行われた標準版プログラムは障害種別で行われたものもあり、研究の一環とし
て障害特性に応じたプログラムの検討がなされていた。その上で、標準版のセッション
数は親と子ども双方の行動改善・効果を促すのに必要な回数と考える。しかし、PT 開
始から終了までに半年間ほどの期間を要する標準版は、参加者・スタッフともに負担が
大きいことから、各施設や地域に合わせた独自の短縮版が普及した。短縮版は、肯定的
な注目に重点を置いたプログラムであり、 6 回～ 8 回のセッションにおいては、親と子
どもへの効果が検証されている。ただし、 5 回以下のセッション数になると親の知識の
向上やストレスの軽減等、部分的な効果にとどまる傾向がある（31）。さらに効果普及
には PT 終了後も継続的支援・フォローアップの必要性が提示されている（31）。短縮
版プログラムは、原則として、プログラム構成の序列と肯定的な注目を重視する特徴を
損なわないことがあげられている7）。また短縮版プログラムで割愛された技法に関して、
小暮ら8）は、肯定的な注目を与えるスキルとの関連性が高いことを示し、肯定的な注目
のスキルの学習と普及に重きを置いた。これらの点に加えて、地域のニーズを十分に考
慮した上で短縮版プログラムの枠組みを整えていくことが、地域機関での PT の普及に
おいて優先的な課題と考える。その上で、多様な症状や障害に適用可能な短縮版の汎用
性について検討が求められる。
２ ．標的行動について
　標的行動の選択方法に関して、伊藤らの報告では、親と作業療法士とが協議の場を設
けたことをプログラムの特徴としてあげた。標的行動は 2 つ設定され、 1 つは、母親と
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子どもが共に成功体験を経験することを目的に、“もう少し頑張ればできそうなこと”
とした。2 つ目は、母親の満足度を高めることを目的に、“優先が最上位の行動”とした。
対象者との協業の中で問題点を考察し解決策を考えることは、問題解決能力の向上やエ
ンパワメントに繋がることが指摘されている9）。一方、佐藤らは、標的行動の変化が認
められなかったという母親らから、“ 子どもにとって的確な標的行動の設定自体が難し
い ” との指摘を受けた（12）。また高階らは、子どもの行動改善が低かったことに対し
て、親が確実に成功体験を得られる達成しやすい標的行動の選択をスタッフの課題とし
て取り上げた（16）。
　伊藤らは、母親の標的行動に関する認識をカナダ作業遂行評価より評価し、母親と子
どもの的確な標的行動を特定することで短期間での効果を実現させた。短期間で効果を
示すことが、支援を待っている親子の待機時間を短くし、彼らへの早期支援につながる
ならば、作業療法士が実践している標的行動の選択方法は有効であると考える。

Ⅲ．PT普及への課題について
　発達障害児への PT の効果が検証されているにもかかわらず、親が PT に参加する機
会は限られている10）。本調査では、PT の継続的な実施の課題として、プログラムの改
良やスタッフの確保等を提示した。2012年の松尾ら10）の報告においても、“PT 普及への
課題”として、プログラム内容の改良、スタッフの確保、他の業務等のバランス等があ
げられた。平成26年度の厚生労働省の調査「市町村で実施するペアレントトレーニング
に関する調査について」7）において、503（全体の27.1%）の市区町村から回答が得られ
た。そこでは、PT のニーズは高いが実際に導入している地域は全体の 2 割に過ぎな
かった。“PT の導入を検討していない理由”として、専門性の人材不足、人手不足が
回答の多くを占めていた。“PT の継続導入を検討していない理由”としては、上記回
答に加えて予算的な問題があげられていた。
　冒頭で中田2）が示したよう、PT の実施機関は増えてきているが、当初の課題は現時
点でもそのまま各施設や機関で課題として残っている。現在、地域機関で行われている
短縮版 PT プログラムは、マニュアル化された標準版プログラムを PT 実施者それぞれ
が独自に開発したものであり、標準化されたものではない。短縮版 PT プログラムの普
及に向けては、標準化された枠組みを作成することが重要であると考えた。岩坂11）は、
「気になる子」への支援として「いつでもどこでもできる」基本的な PT およびファシ
リテーター養成のシステムの開発に取り組んでいる。一方で、PT は専門性の高い支援
手法も含まれるため、発達障害の特性や支援、親の子育てのストレスや心理状態等への
知識や理解を備えた人材の養成や確保が求められる。行政のバックアップのもと、各地
域の児童発達支援センターを基点に、児童発達支援事業等に一律な研修を提供していく
等の体制作りが急務と考える。



健康科学大学紀要　第14号（2018）

158

まとめ

　発達障害児の生活の場である地域機関での PT の普及に向けて、親集団への PT の現
状と課題について国内文献より分析・検討を行った。地域既存の機関やサービスを利用
することは、物的・人的環境面から参加者の利便性は高い。また支援者にとっても、親
が育てにくさを感じた時点での早期支援や、親と子どもの特徴や経過を時系列に理解し
た上での支援や、フォローアップおよび個別対応等の継続的支援が可能となる。なお、
地域機関での PT の普及に向けては、スタッフの負担軽減や支援が必要な親子の待機時
間の軽減という点から、短縮版 PT の適用が現実的である。現在行われている短縮版
PT プログラムは各機関で独自に開発されたものであるため、標準化に向け枠組みの作
成が求められる。
　平成27年の厚生労働省の報告12）では、全国で PT 実施市町村数は261ヶ所であった。
2014年（平成26年）以降に発表された PT 実践文献13），14）は短縮版プログラムが主流と
なっている。短縮版プログラムは保護者への支援法としての機能に特化しつつあると考
えられる。
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Abstract
　This report aimed to reveal the factors influencing the Parent Training (PT) 
program for parents of children with developmental disorders. 31 Japanese literatures 
were reviewed and analyzed.  It was found that only 16% of regional institutions had 
PT programs, whose effectiveness was already established. Promoting PT programs 
in regional institutions is an important issue because it is effective for children with 
developmental problems; easy access for users; and helpful for service providers to 
gain information regarding children, parents in individual contexts. For this purpose, 
standardization of a brief PT program seems to be of utmost urgency. Apart from 
this, it was suggested that involvement of occupational therapists is effective in 
designing an appropriate plan for target behaviors.

Key words : community support
family support
developmental disorders


